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概 要 

 

「科学技術指標」は、我が国の科学技術活動を客観的・定量的データに基づき、体系的に把握するた

めの基礎資料であり、科学技術活動を「研究開発費」、「研究開発人材」、「高等教育」、「研究開発のア

ウトプット」、「科学技術とイノベーション」の 5 つのカテゴリーに分類し、約 150 の指標で我が国の状況を

表している。「科学技術指標 2015」において、変化のあった指標、注目すべき指標を紹介する。 

 

１．研究開発費から見る日本と主要国の状況 

(1)日本の研究開発費総額の対 GDP 比率は主要国の中でも高い水準にある。ただし、10 年前と比

べた対 GDP 比率の増加分には、GDP が減少した効果も含まれる。 

日本の研究開発費総額の対 GDP 比率は、最新年である 2013 年に 3.75％(OECD 推計 3.45％)であ

り、主要国の中でも高い水準にある。ここ 10 年の変化に注目すると、英国、フランスを除いた主要国での

研究開発費総額の対 GDP 比率は増加傾向にある。ただし、この間、日本の GDP は減少、他国の GDP

は増加傾向にある。したがって、日本の研究開発費総額の対 GDP 比率の増加分の一定割合は、GDP

の減少による効果である。他方、米国、ドイツ、中国、韓国では、経済規模が拡大すると同時に研究開発

費総額の対 GDP 比率も上昇している。 

【概要図表 1】 主要国の研究開発費総額の対 GDP 比率の推移 
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参照：科学技術指標 2015 図表 1-1-3 

【参考】 主要国の国内総生産（GDP） 

日 本 米 国 ドイツ フランス 英国 中　国 韓　国 EU-15 EU-28

(10億円) (10億ドル) (10億ユーロ) (10億ユーロ) (10億ポンド) (10億元) (10億ウォン) (10億ドル) (10億ドル)

2005 505,349.4 13,093.7 2,297.8 1,772.0 1,326.7 18,742.3 919,797.3 12,198.5 13,745.7
2006 509,106.3 13,855.9 2,390.2 1,853.3 1,403.7 22,271.3 966,054.6 13,237.0 14,959.2
2007 513,023.3 14,477.6 2,510.1 1,945.7 1,481.0 26,659.9 1,043,257.8 13,990.3 15,899.7
2008 489,520.1 14,718.6 2,558.0 1,995.9 1,518.7 31,597.5 1,104,492.2 14,551.2 16,623.5
2009 473,933.9 14,418.7 2,456.7 1,939.0 1,482.1 34,877.5 1,151,707.8 14,203.1 16,283.2
2010 480,232.5 14,964.4 2,576.2 1,998.5 1,558.4 40,281.6 1,265,308.0 14,581.3 16,752.4
2011 473,904.8 15,517.9 2,699.1 2,059.3 1,617.7 47,261.9 1,332,681.0 15,153.6 17,461.2
2012 474,474.9 16,163.2 2,749.9 2,091.1 1,655.4 52,939.9 1,377,456.7 15,310.4 17,670.9
2013 483,110.3 16,768.1 2,809.5 2,113.7 1,713.3 58,667.3 1,428,294.6 15,481.6 17,915.6

年

 

注：各国の GDP は 2008SNA による（日本と中国は除く）。 
参照：科学技術指標 2015 参考統計 C 
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(2)日本の政府の研究開発負担割合は、主要国の中では低位に位置している。 

次に、研究開発費における政府の役割（負担割合）を見る。最も大きい国はフランスであり 2012 年で

35.0％である。日本は、ここで示した 7 カ国の中では最も低い割合となっており、2013 年の政府負担割

合は 19.5％(OECD 推計 17.3％)である。これは、日本の研究開発費の負担割合のうち、企業(69.6％)に

加えて、私立大学(9.6％、主に授業料収入から成り立つと考えられる)の負担割合が他国と比較して高い

ためである。 
 

【概要図表 2】主要国における政府の研究開発費負担割合の推移 
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参照：科学技術指標 2015 図表 1-2-4 

 

(3)日本の大学の研究開発費のうち、企業負担の割合に大きな変化はない。 

特に、大学に注目して研究開発費における企業による負担割合を見ると、ほとんどの国で大きな変化

は見られないが、ドイツの増加と韓国の減少が見られる。最新年の状況を見ると、中国が最も高く

(33.8％)、これにドイツ(14.0％)、韓国(11.0％)、米国(5.2％)、英国(4.1％)、フランス(2.7％)、日本(2.5％、

OECD 推計 2.6％)と続いている。 
 

【概要図表 3】 大学における企業負担研究開発費の割合の推移

 
参照：科学技術指標 2015 図表 1-3-11
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２．研究開発人材から見る日本の状況 

(1) 日本の労働力人口当たりの研究者数は、主要国のなかで高い水準にある。しかし、過去 10 年

では、主要国の中では研究者数の伸びが小さい。 

研究開発資金と並んで重要なインプットが、研究者数である。日本の労働力人口当たりの研究者数

(FTE1)は、2000 年代前半は主要国の中で最も高い値であったが、2009 年には韓国が日本を上回った。

主要国の中で、日本(FTE)は 2013 年時点でも高い水準にある。しかし、過去 10 年程度の研究者数の変

化を見ると英国を除く主要国において、研究者数が増加しているのに比べて、日本の研究者数(FTE)は

ほぼ横ばいとなっている。部門別に見るとドイツでは大学の研究者数、フランスや韓国では企業の研究

者数の伸びが特に顕著である。 

【概要図表 4】 主要国の研究者数の推移 

 (A)労働人口当たりの研究者数の推移 

 

参照：科学技術指標 2015 図表 2-1-5 
 

(B)部門別研究者数の推移 

 
注：米国データからは企業部門以外の状況が把握できないため、ここには示していない。 
参照：科学技術指標 2015 図表 2-1-7

                             
1研究者数の測定方法として、実数(HC: Head Count)によるものと、研究に従事した割合を考慮した(FTE: フルタイム換算)の 2 種類がある。主要国の研究者

数は FTE によって計測されているので、日本と他国との比較を行う際は日本(FTE)を用いるのが適当である。 
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(2) 日本の研究者について見ると、男性研究者の多くが「企業」に在籍しているのに対して、女性研

究者の多くは「大学等」に在籍している。 

日本の研究者における女性割合は 2014 年時点で、14.6％である。部門別に男女別研究者数の割合

を見ると、男性研究者が最も多く在籍しているのは「企業」(64.1％)であり、次いで「大学等」(31.1％)であ

る。他方、女性研究者は「大学等」(61.8％)に最も多く在籍しており、次いで「企業」（32.9％）である。 

 

【概要図表 5】 日本における部門別の男女別研究者数の割合(2014 年) 
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注： Head Count (実数値)である。 
参照： 科学技術指標 2015 図表 2-1-12 
 

(3) 日本の博士号を持つ研究者は、男女ともに「大学等」に多く在籍している。 

男女ともに「大学等」において、研究者に占める博士号保持者の割合が高い(男性 43.6％、女性

25.7％)。他方、「企業」における研究者に占める博士号保持者の割合は、男性 4.4％、女性 3.0％と小さ

い。 

【概要図表 6】 男女別の部門別博士号保持者の状況(2014 年) 
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注： Head Count (実数値)である。 
参照：科学技術指標 2015 図表 2-1-12 
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３．大学院生から見る日本の状況 

(1) 大学院博士課程を目指す社会人の割合が増えている。 

日本の大学院博士課程の入学者数は、2003 年度をピークに減少傾向にあり、2014 年度は 1.5 万人と

なっている。他方で、社会人博士課程入学者数は継続して増加しており、2014 年度では 0.6 万人となっ

ている。社会人博士課程入学者数の全体に占める割合は、2003 年度で 21.7％であったが、2014 年度

では 37.7％と約 2 倍となった。 

【概要図表 7】 大学院（博士課程）入学者数 

 (A)専攻別入学者数の推移（博士課程）  (B)社会人入学者数の推移（博士課程） 

注：「社会人」とは、各 5 月 1 日において職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者であり、
企業等を退職した者、及び主婦等を含む。   

参照：科学技術指標 2015 図表 3-2-4

 

(2) 大学院に在籍している学生の構成に変化が生じている。 

本の全大学院生（在籍者）に占める社会人大学院生割合は、2000 年度では 12.1％であったが、

2014 年度では 22.3％と、約 2 倍となった。 

2010 年までは、大学院全学生数、社会人大学院生数ともに増加を見せていたが、2011 年をピーク

に大学院全学生数は減少に転じ、社会人大学院生数の増加度合いも小さくなっている。分野別に見る

と、理工系の修士・博士課程における社会人大学院生の数は 2000 年代中盤から減少傾向にある。 
 

【概要図表 8】 日本の社会人大学院生(在籍者)の状況 

注：1)ここでの大学院生とは、修士課程または博士前期課程、博士課程または博士後期課程、専門職大学院課程のいずれかに在籍する者をいう。 
2)「社会人」とは、各 5 月 1 日において職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者であ

り、企業等を退職した者、及び主婦等を含む。 
参照：科学技術指標 2015 図表 3-2-7 及び 3-2-5 
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４．研究開発のアウトプットから見る日本と主要国の状況 

(1) 10 年前と比較して、日本の論文数は横ばい傾向であるが、他国の論文数の拡大により順位

を下げている。 

研究開発のアウトプットの一つである論文に着目すると、日本の論文数(2011-2013 年(PY)の平均)

は、論文の生産への貢献度を見る分数カウント法では、米、中に次ぐ第 3 位である。また、Top10％補

正論文数では、米、中、英、独、仏に次ぐ第 6 位であり、Top1％補正論文数では米、中、英、独、仏、

加に次ぐ第 7 位である。 

10 年前と比較して、日本の論文数は横ばい傾向であるが、他国の論文数の拡大により順位を下げ

ていることが分かる。その傾向は、特に Top10％補正論文や Top1％補正論文といったインパクトの高

い論文において顕著である。 

【概要図表 9】 国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数：上位 10 か国・地域 

(分数カウント法） 

 
注：分析対象は、article, review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。被引用数は、2014 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2015 図表 4-1-6 

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 178,302 32.7 1 米国 206,916 26.8 1 米国 263,133 21.0 1
日本 43,652 8.0 2 日本 66,635 8.6 2 中国 163,891 13.1 2
英国 39,755 7.3 3 ドイツ 50,859 6.6 3 日本 64,843 5.2 3
ドイツ 36,843 6.8 4 英国 49,560 6.4 4 ドイツ 63,087 5.0 4
フランス 28,058 5.1 5 フランス 36,604 4.7 5 英国 57,433 4.6 5
ロシア 26,834 4.9 6 中国 35,147 4.5 6 フランス 44,455 3.5 6
カナダ 22,532 4.1 7 イタリア 27,530 3.6 7 インド 43,034 3.4 7
イタリア 16,150 3.0 8 カナダ 24,763 3.2 8 イタリア 40,763 3.3 8
インド 11,364 2.1 9 ロシア 20,253 2.6 9 韓国 40,323 3.2 9
オランダ 10,768 2.0 10 スペイン 19,341 2.5 10 カナダ 37,809 3.0 10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 27,545 50.6 1 米国 31,430 40.8 1 米国 38,509 30.8 1
英国 4,494 8.2 2 英国 6,042 7.8 2 中国 15,062 12.0 2
日本 3,141 5.8 3 ドイツ 5,196 6.7 3 英国 7,983 6.4 3
ドイツ 3,034 5.6 4 日本 4,561 5.9 4 ドイツ 7,711 6.2 4
カナダ 2,494 4.6 5 フランス 3,549 4.6 5 フランス 4,932 3.9 5
フランス 2,428 4.5 6 カナダ 2,816 3.7 6 日本 4,471 3.6 6
オランダ 1,325 2.4 7 イタリア 2,337 3.0 7 イタリア 4,270 3.4 7
イタリア 1,196 2.2 8 中国 2,313 3.0 8 カナダ 4,230 3.4 8
オーストラリア 1,062 1.9 9 オランダ 1,858 2.4 9 オーストラリア 3,612 2.9 9
スウェーデン 998 1.8 10 オーストラリア 1,722 2.2 10 スペイン 3,518 2.8 10

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 3,113 57.1 1 米国 3,802 49.3 1 米国 4,613 36.8 1
英国 440 8.1 2 英国 633 8.2 2 中国 1,405 11.2 2
ドイツ 294 5.4 3 ドイツ 485 6.3 3 英国 880 7.0 3
日本 257 4.7 4 日本 363 4.7 4 ドイツ 749 6.0 4
カナダ 230 4.2 5 フランス 296 3.8 5 フランス 459 3.7 5
フランス 213 3.9 6 カナダ 254 3.3 6 カナダ 419 3.3 6
オランダ 120 2.2 7 中国 190 2.5 7 日本 367 2.9 7
スイス 100 1.8 8 イタリア 179 2.3 8 オーストラリア 365 2.9 8
オーストラリア 96 1.8 9 オランダ 176 2.3 9 イタリア 311 2.5 9
イタリア 90 1.6 10 スイス 150 1.9 10 スペイン 310 2.5 10

2011 － 2013年 (PY) (平均)
Top1％補正論文数 Top1％補正論文数 Top1％補正論文数

国・地域名
分数カウント
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分数カウント

全分野
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全分野
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(2) 日本は 10 年前から引き続き特許数（パテントファミリー数）において、高いシェアを保ってい

るが、一部技術分野では韓国や中国の追い上げを受けている。 

次に特許に着目し、各国・地域から生み出される発明の数を国際比較可能な形で計測したパテン

トファミリー数を見る。 

パテントファミリー数シェアを見ると、米国と日本の順位は 1990 年代後半に入れ替わり、2000 年代

は日本のシェアが第 1 位となっている。これは、日本から複数国への特許出願が増加したことを反映

している。中国のシェアは増加し続けており、2009 年では第 5 位となっている。 

パテントファミリーにおける日本の技術分野バランスを見ると、電気工学、一般機器、情報通信技術

におけるシェアが高く、バイオテクノロジー・医薬品、バイオ・医療機器のシェアが低いというポートフォ

リオを有している。時系列変化を見ると韓国や中国のパテントファミリー数の増加に伴い、電気工学、

情報通信技術の日本シェアは低下傾向である。輸送機器、機械工学、化学の日本シェアについては、

それほどに突出はしていないが、ドイツや米国と同じくらいのシェアとなっている。10 年前と比べたシ

ェアについても、微増もしくは横ばい傾向となっている。 
 

【概要図表 10】 主要国のパテントファミリー数の状況 
 

(A)パテントファミリー数シェア（整数カウント法） 

 
注：全技術分野でのパテントファミリー数シェアの3年移動平均（2009年

であれば 2008、2009、2010 年の平均値） 
参照：科学技術指標 2015 図表 4-2-6(B) 

(B)技術分野毎のパテントファミリー数シェアの比較 

(％、1998-2000 年と 2008-2010 年、整数カウント法)  
 

 
 
 

 

 
注：パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた2カ国以上への特許出願の束である。通常、同じ内容で複数の国に出願され

た特許は、同一のパテントファミリーに属する。 
参照：科学技術指標 2015 図表 4-2-10 
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５．科学技術とイノベーションから見る日本と主要国の状況 

(1) 日本は技術に強みを持つが、それらの新製品や新たなサービスの導入という形での国際展

開が他の主要国と比べて少ない。 

日本は技術に強みを持つことが、特許の分析から見えているが、それらが新製品等につながって

いるのだろうか。そこで、国境を越えた商標出願数と特許出願数(三極パテントファミリー数)を見る。こ

こでは商標出願数を、海外における新製品やサービスの導入の状況に関係した指標と考え、特許出

願数を国の技術水準を測る指標と考えた。 

商標出願数と特許出願数のバランスを見ると、商標出願数よりも特許出願数数が多い国は、日本、

ドイツ、韓国である。日本については、その傾向が特に顕著であり、2002 年から 2012 年の 11 年間で

大きな変化は見られない。つまり、日本は技術に強みを持つが、国全体で見ると、それらの新製品や

新たなサービスの導入という形での国際展開が他の主要国と比べて少ない。 

【概要図表 11】 国境を越えた商標出願*と特許出願**(人口 100 万人当たり) 
 

注：1)＊国境を越えた商標数(Cross-border trademarks)の定義はOECD,“Measuring Innovation: A New Perspective”に従った。具体的な定義は以下の

とおり。 
・日本、ドイツ、フランス、英国、韓国の商標数については米国特許商標庁（USPTO）に出願した数。 
・米国の商標数については①と②の平均値。 

① 欧州共同体商標意匠庁(OHIM)に対する日本と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝（米国が OHIM に出願した数/日本が

OHIM に出願した数）×日本が USTPO に出願した数。 

② 日本特許庁(JPO)に対する欧州と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝(米国が JPO に出願した数/EU15 が JPO に出願

した数)×EU15 が USTPO に出願した数 
2)**国境を越えた特許出願数とは三極パテントファミリー(日米欧に出願された同一内容の特許)数(Triadic patent families)を指す。 

参照： 科学技術指標 2015 図表 5-3 
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(2)日本のハイテクノロジー産業の競争力の優位性は低下しているが、ミディアムハイテクノロジ

ー産業の競争力は高い水準を保っている。 

最後に、製品やサービスの貿易収支からハイテクノロジー産業の競争力を見ると、日本は継続して

貿易収支を減少させている。貿易収支を見ると、2011 年以降、1 を下回り、入超となっており、2013 年

の日本の収支比は 0.78 である。産業別に見ると、これまで出超であった電子機器が、2013 年に初め

て約 90 億ドルの入超となった。また、医薬品については、入超が継続しており、2013 年は約 180 億ド

ルの入超である。 

他方、2014 年の日本のミディアムハイテクノロジー産業貿易収支比は 2.70 であり、主要国中第 1

位である。推移を見ると、1990 年代中頃に、急激な減少を見せた後は漸減傾向にあるが、他国より大

きく出超である。産業別に見ると、2014 年時点では、自動車が約 1,200 億ドルの出超、機械器具が約

810 億ドルの出超となっている。 

 

【概要図表 12】 主要国におけるハイテクノロジー産業の貿易収支比の推移 

 
注：ハイテクノロジー産業とは「医薬品」、「電子機器」、「航空・宇宙」である。 
参照：科学技術指標 2015 図表 5-2-3 

【概要図表 13】 主要国におけるミディアムハイテクノロジー産業の貿易収支比の推移 

 

参照：科学技術指標 2015 図表 5-2-5 

注：ミディアムハイテクノロジー産業とは「化学品と化学製品」、「電気機器」、「機械器具」、「自動車」、「その他輸送」、「その他」である。 
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科学技術指標の特徴 

 

科学技術指標は、毎年刊行しており、その時点での最新値を紹介している。原則として毎年

データ更新され、時系列の比較あるいは主要国間の比較が可能な項目を収集している。 

 

各国が発表している統計データを使用 

科学技術指標で使われている指標のデータソースは、出来る限り各国が発表している統計デ

ータを使用している。また、各国の統計の取り方がどのようになっていて、どのような相違が

あるかについて、極力明らかにしている。 

 

論文・特許データベースについて当研究所独自の分析の実施 

論文データについては、トムソン・ロイター社 Web of Science XML の書誌データを用いて、

当研究所で独自の集計をし、分析している。また、集計方法も詳細に記載し、説明している。 

特許関連の指標のうち、パテントファミリーのデータについては、PATSTAT（欧州特許庁の

特許データベース）の書誌データを用いて、当研究所で独自の集計をし、分析している。また、

集計方法も詳細に記載し、説明している。 

 

国際比較や時系列比較の注意喚起マークの添付 

必要に応じ、グラフに「国際比較注意」    「時系列注意」   という注意喚起マー

クを添付してある。各国のデータは基本的には OECD のマニュアル等に準拠したものであるが、

実際にはデータの収集方法、対象範囲等の違いがあり、比較に注意しなければならない場合が

ある。このような場合、「国際比較注意」マークがついている。また、時系列についても、統

計の基準が変わるなどにより、同じ条件で継続してデータが採られておらず、増減傾向などの

判断に注意する必要があると考えられる場合には「時系列注意」というマークがついている。

なお、具体的な注意点は図表の注記に記述してあるので参照されたい。 

 

統計集（本報告書に掲載したグラフの数値データ）のダウンロード 

本報告書に掲載したグラフの数値データは、以下の URL からダウンロードできる。 

http://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-indicators-and-scientometrics/indicators 
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